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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】ユーザによる分解・洗浄及び破損時の交換を容
易にし、タバコ加熱装置の耐用期間を延長する、タバコ
加熱装置及びその加熱組立体を提供する。
【解決手段】加熱組立体は、タバコ加熱装置に着脱可能
に設置して固体発煙材を加熱するために用いられる。加
熱組立体２００は、少なくとも１つの発熱ヘッド部２２
０、固定台２１０及び導電電極２３０を備える。発熱ヘ
ッド部２２０は固体発煙材を加熱するために用いられる
。固定台２１０は、発熱ヘッド部２２０を設置するため
に用いられ、且つタバコ加熱装置に着脱可能に連結され
る。導電電極２３０は、固定台２１０に設けられ且つ発
熱ヘッド部２２０と電気的に接続される。タバコ加熱装
置の加熱組立体２００は、簡単に分解・交換できる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加熱組立体であって、前記加熱組立体は、タバコ加熱装置に着脱可能に設置して固体発
煙材を加熱するために用いられ、前記加熱組立体は、
　前記固体発煙材を加熱するための少なくとも１つの発熱ヘッド部と、
　前記発熱ヘッド部を設置するために用いられ、且つ前記タバコ加熱装置に着脱可能に連
結される固定台と、
　前記固定台に設けられ前記発熱ヘッド部と電気的に接続される導電電極とを備える、加
熱組立体。
【請求項２】
　前記発熱ヘッド部の末端は尖端になるように設けられる、請求項1に記載の加熱組立体
。
【請求項３】
　前記発熱ヘッド部は熱伝導体と発熱線を備え、前記発熱線は、前記熱伝導体の内部に設
けられ、又は印刷の方式で前記熱伝導体の表面に設けられる、請求項1に記載の加熱組立
体。
【請求項４】
　前記発熱ヘッド部は、片状又は柱体状を呈し、前記発熱ヘッド部は複数あり、複数の前
記発熱ヘッド部は、並列状、三角形、矩形、円形、又は放射状を呈す、請求項1に記載の
加熱組立体。
【請求項５】
　前記導電電極は柱体状で前記固定台に設けられ、
　又は前記導電電極は、突片状/隆起状で前記固定台の表面に設けられる、請求項1に記載
の加熱組立体。
【請求項６】
　前記導電電極は複数組あり、前記発熱ヘッド部は複数あり、複数組の前記導電電極と複
数の前記発熱ヘッド部は一対一で電気的に接続され、
　又は前記導電電極は一組あり、前記発熱ヘッド部は複数あり、複数の前記発熱ヘッド部
は、直列連結された後に一組の前記導電電極と電気的に接続される、請求項4前記的加熱
組立体。
【請求項７】
　前記加熱組立体は感温ユニットをさらに備え、前記感温ユニットは感温導電体とプロー
ブを備え、前記感温導電体は前記固定台に設けられ、前記プローブは、前記発熱ヘッド部
と接触して、前記発熱ヘッド部の動作時の温度を感知するために用いられ、
　又は前記プローブは、前記固定台の一端に設けられて、前記固体発煙材が加熱されると
きの温度を感知するために用いられる、請求項1に記載の加熱組立体。
【請求項８】
　タバコ加熱装置であって、前記タバコ加熱装置は、固体発煙材を加熱して炭素化し、且
つ煙霧を生じるために用いられ、
　動作回路が設けられた喫煙具本体ユニットと、
　前記動作回路と着脱可能に電気的に接続される加熱組立体と、
　前記喫煙具本体ユニット又は前記加熱組立体と着脱可能に連結されるタバコ加熱カップ
体とを備え、前記タバコ加熱カップ体は、前記固体発煙材を収容し且つ前記加熱組立体に
より加熱するために用いられる、タバコ加熱装置。
【請求項９】
　前記加熱組立体は、
　前記タバコ加熱カップ体内に挿入して前記固体発煙材を加熱するための少なくとも１つ
の発熱ヘッド部と、
　前記発熱ヘッド部を設置するために用いられ、且つ前記タバコ加熱装置に着脱可能に連
結される固定台と、



(3) JP 2017-163975 A 2017.9.21

10

20

30

40

50

　前記固定台に設けられ前記発熱ヘッド部と電気的に接続される導電電極とを備え、前記
加熱組立体は、前記導電電極により前記動作回路と着脱可能に電気的に接続される、請求
項8に記載のタバコ加熱装置。
【請求項１０】
　前記喫煙具本体ユニットは、
　前記固定台と係合するケーシングと、
　前記ケーシング内に設けられる電池と、
　前記ケーシング内に設けられ、且つ前記電池と電気的に接続される回路板とを備え、前
記回路板には、導電挿入孔、導電挿入ピン、導電弾性シート又は導電固定部品が設けられ
、前記導電電極は、前記導電挿入孔又は前記導電挿入ピンと挿抜方式で電気的に接続され
、或いは、前記導電電極は、前記導電弾性シートと弾性接触して電気的に接続され、又は
スナップフィットの方式で前記導電固定部品と電気的に接続される、請求項9に記載のタ
バコ加熱装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電子タバコ技術の分野に関し、特にタバコ加熱装置及びその加熱組立体に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　電子タバコは、従来のタバコの代替製品として、ますます多くの喫煙家に受け入られて
いる。その優位性は、主に人体への害がより小さく、且つ電子製品自体が持つファッショ
ン性に現されている。
【０００３】
　現在、市場における低温タバコ喫煙具の加熱組立体は、一般的に喫煙具本体ユニットと
一体化されており、一般的に溶接によって加熱組立体と喫煙具本体ユニットとが電気的に
接続される。洗浄が不便である上に、加熱組立体の発熱体が脆弱であるため、長期間の高
温環境により発熱体が壊れやすく、交換が非常に不便であり、喫煙具全体が廃棄されて、
喫煙具の耐用期間が短い。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、従来技術における加熱組立体の交換不便な技術的課題を解決するために、タ
バコ加熱装置及び電子タバコを提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明が上記の技術問題を解決するために採用する技術的手段は下記のとおりである。
加熱組立体が提供され、前記加熱組立体は、タバコ加熱装置に着脱可能に設置して固体発
煙材を加熱するために用いられ、前記加熱組立体は、
　前記固体発煙材を加熱するための少なくとも１つの発熱ヘッド部と、
　前記発熱ヘッド部を設置するために用いられ、且つ前記タバコ加熱装置に着脱可能に連
結される固定台と、
　前記固定台に設けられ前記発熱ヘッド部と電気的に接続される導電電極とを備える。
【０００６】
　本発明の1つの好適な実施例によれば、前記発熱ヘッド部の末端は尖端になるように設
けられる。
【０００７】
　本発明の1つの好適な実施例によれば、前記発熱ヘッド部は熱伝導体と発熱線を備え、
前記発熱線は、前記熱伝導体の内部に設けられ、又は印刷の方式で前記熱伝導体の表面に
設けられる。
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【０００８】
　本発明の1つの好適な実施例によれば、前記発熱ヘッド部は、片状又は柱体状を呈し、
前記発熱ヘッド部は複数あり、複数の前記発熱ヘッド部は、並列状、三角形、矩形、円形
、又は放射状を呈す。
【０００９】
　本発明の1つの好適な実施例によれば、前記導電電極は柱体状で前記固定台に設けられ
、又は
　前記導電電極は、突片状/隆起状で前記固定台の表面に設けられる。
【００１０】
　本発明の1つの好適な実施例によれば、前記導電電極は複数組あり、前記発熱ヘッド部
は複数あり、複数組の前記導電電極と複数の前記発熱ヘッド部は一対一で電気的に接続さ
れ、又は、前記導電電極は一組あり、前記発熱ヘッド部は複数あり、複数の前記発熱ヘッ
ド部は、直列連結された後に一組の前記導電電極と電気的に接続される。
【００１１】
　本発明の1つの好適な実施例によれば、前記加熱組立体は感温ユニットをさらに備え、
前記感温ユニットは感温導電体とプローブを備え、前記感温導電体は前記固定台に設けら
れ、前記プローブは、前記発熱ヘッド部と接触して、前記発熱ヘッド部の動作時の温度を
感知するために用いられ、又は
　前記プローブは、前記固定台の一端に設けられて、前記固体発煙材が加熱されるときの
温度を感知するために用いられる。
【００１２】
　本発明が上記の技術問題を解決するために採用する技術的手段は下記のとおりである。
タバコ加熱装置が提供され、前記タバコ加熱装置は、固体発煙材を加熱して炭素化し、且
つ煙霧を生じるために用いられ、
　動作回路が設けられた喫煙具本体ユニットと、
　前記動作回路と着脱可能に電気的に接続される加熱組立体と、
　前記喫煙具本体ユニット又は前記加熱組立体と着脱可能に連結されるタバコ加熱カップ
体とを備え、前記タバコ加熱カップ体は、前記固体発煙材を収容し且つ前記加熱組立体に
より加熱するために用いられる。
【００１３】
　本発明の１つの好適な実施例によれば、前記加熱組立体は、
　前記タバコ加熱カップ体内に挿入して前記固体発煙材を加熱するための少なくとも１つ
の発熱ヘッド部と、
　前記発熱ヘッド部を設置して前記タバコ加熱装置に着脱可能に連結するための固定台と
、
　前記固定台に設けられ前記発熱ヘッド部と電気的に接続される導電電極とを備え、前記
加熱組立体は、前記導電電極により前記動作回路と着脱可能に電気的に接続される。
【００１４】
　本発明の１つの好適な実施例によれば、前記喫煙具本体ユニットは、
　前記固定台と係合するケーシングと、
　前記ケーシング内に設けられる電池と、
　前記ケーシング内に設けられ、且つ前記電池と電気的に接続される回路板とを備え、前
記回路板には、導電挿入孔、導電挿入ピン、導電弾性シート又は導電固定部品が設けられ
、前記導電電極は、前記導電挿入孔又は前記導電挿入ピンと挿抜方式で電気的に接続され
、或いは、前記導電電極は、前記導電弾性シートと弾性接触して電気的に接続され、又は
スナップフィットの方式で前記導電固定部品と電気的に接続される。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の有益な効果は以下の通りである。従来技術の状況と区別されて、本発明のタバ
コ加熱装置の加熱組立体は、簡単に分解・交換できる部品であり、ユーザによる分解・洗
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浄及び破損時の交換を容易にし、タバコ加熱装置の耐用期間を延長する。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
　本発明の実施例の技術的手段を更に詳細に説明するため、下記では実施例の説明に必要
な図面を用いて簡単に説明する。当然のことながら、下記の説明における図面は本発明の
いくつかの実施例のみであり、当該分野の当業者にとって、創造的労働を果たさない前提
で、これらの図面に基づいて更に他の図面を得ることができる。
【００１７】
【図１】本発明の好適な実施例に係るタバコ加熱装置の加熱組立体の拡大構造模式図であ
る。
【図２】本発明の好適な実施例に係るタバコ加熱装置の全体構造模式図である。
【図３】本発明の好適な実施例に係るタバコ加熱装置の断面構造模式図である。
【図４】本発明の好適な実施例に係るタバコ加熱装置の分解構造模式図である。図面では
、固体発煙材をさらに示す。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下では、本発明の実施形態に係る添付図面を参照しながら、本発明の実施形態に係る
技術的解決手段を明確かつ完全に説明する。当然ながら、ここで説明する実施形態は本発
明の諸実施形態の全てではなく一部にすぎない。当業者が創造的な作業なしに本発明の諸
実施形態に基づいて得られる他の全ての実施形態は、本発明の保護範囲に含まれるべきで
ある。
【００１９】
　図1～図4に示すように、本発明は加熱組立体200を提供する。該加熱組立体200は、タバ
コ加熱装置10に着脱可能に設置して固体発煙材400を加熱するために用いられる。
【００２０】
　図1に示すように、加熱組立体200は固定台210、少なくとも１つの発熱ヘッド部220及び
導電電極230を備える。ある実施例において、加熱組立体200は感温ユニット240をさらに
備えてもよい。
【００２１】
　ここで、固定台210は略柱体状を呈し、その断面が円形、三角形又は矩形などの形状で
あってもよい。固定台210は、発熱ヘッド部220を設置するために用いられ、且つタバコ加
熱装置10に着脱可能に連結される。固定台210は、締り嵌めの方式で、又は側表面にスナ
ップフィット係合構造を設置してスナップフィットの方式で、喫煙具本体ユニット100、
タバコ加熱カップ体300と係合することができる。
【００２２】
　発熱ヘッド部220は固体発煙材400を加熱するために用いられる。具体的に、発熱ヘッド
部220は、固定台210の一端に設けられ、且つタバコ加熱カップ体300内に挿入するために
用いられる。これに対応して、発熱ヘッド部220の挿入を許容するように、タバコ加熱カ
ップ体300の底部には貫通孔が設けられる。
【００２３】
　好ましくは、固体発煙材400の加熱の必要があるタバコ本体部分420を挿入插入すること
を容易にするために、発熱ヘッド部220の末端は尖端になるように設けられる。
【００２４】
　具体的な実施例において、発熱ヘッド部220は熱伝導体221と発熱線222を備える。発熱
線222は、熱伝導体221の内部に設けられ、又は印刷の方式で熱伝導体221の表面に設けら
れる。若しくは、発熱線222は、熱伝導体221の表面に巻き付けられ、又は熱伝導体221の
表面に凹溝が設けられ、発熱線222は凹溝内に設けられてもよい。
【００２５】
　別の実施例において、発熱ヘッド部220は1つまたは複数（例えば図４には２つが示され
る）あり、発熱ヘッド部220は片状又は柱体状を呈してもよい。発熱ヘッド部は、片状を
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呈する場合、直線片状又は円弧形片状を呈してもよい。複数の発熱ヘッド部は並列状を呈
し、或いは囲まれて三角形、矩形、円形または放射状などの形状になってもよい。
【００２６】
　導電電極230は、固定台210に設けられ且つ発熱ヘッド部220と電気的に接続される。導
電電極230は、図1に示すような柱体状で固定台210の他端に設けられてもよい。又は、他
の実施例において、導電電極230は突片又は隆起状で、即ち接触銅パッドの方式により固
定台210の側表面又は他の端面に設けられ、加熱組立体200が喫煙具本体ユニット100と着
脱可能に電気的に接続されることを容易にすればよい。
【００２７】
　導電電極230は一組又は複数組あってもよい。複数組の導電電極230は、複数の発熱ヘッ
ド部220と一対一で電気的に接続されることができる。即ち、その中のある回路接続が故
障した場合でも、加熱組立体200は加熱動作を継続することができる。又は、複数の発熱
ヘッド部220は直列連結された後に一組の導電電極230と電気的に接続されて、回路接続が
さらに簡単にされる。
【００２８】
　感温ユニット240は感温導電体241とプローブ242を備える。感温導電体241は、固定台21
0に設けられ、同様に、柱体状又は接触銅パッド状に設けられてもよい。プローブ242は、
発熱ヘッド部220の動作時の温度を感知するために、発熱ヘッド部220と接触してもよい。
又は、プローブ242は針状を呈し、固定台210の他端に設けられ、固体発煙材400に挿入し
て、固体発煙材400の加熱されるときの温度を感知するために用いられる。
【００２９】
　本発明の加熱組立体200は、挿抜の方式でタバコ加熱装置10に設けられ、分解・洗浄又
は交換を容易にし、タバコ加熱装置の耐用期間を延長する。
【００３０】
　図2～図4に示すように、本発明はタバコ加熱装置10をさらに提供する。該タバコ加熱装
置10は、固体発煙材400を加熱して炭素化し且つ煙霧を生じるために用いられ、主に喫煙
具本体ユニット100と、加熱組立体200と、タバコ加熱カップ体300とを備える。
【００３１】
　ここで、喫煙具本体ユニット100には動作回路が設けられる。加熱組立体200は喫煙具本
体ユニット100の動作回路と着脱可能に電気的に接続される。タバコ加熱カップ体300は喫
煙具本体ユニット100又は加熱組立体200と着脱可能に連結される。該タバコ加熱カップ体
300は、固体発煙材400を収容して加熱組立体200により加熱するために用いられる。
【００３２】
　具体的には、図3に示すように、喫煙具本体ユニット100はケーシング110と動作回路を
備える。動作回路は、電池120や回路板130などの必要な回路素子を備えることができる。
【００３３】
　ケーシング110には制御ボタン111が設けられ、制御ボタン111はスイッチボタンや電圧
調節ボタンなどを含むことができる。加熱組立体200の固定台210は、ケーシング110と締
り嵌め又はスナップフィット連結などの方式で係合することができる。タバコ加熱カップ
体300は、喫煙具本体ユニット100のケーシング110又は加熱組立体200の固定台210と着脱
可能に連結される。
【００３４】
　電池120は、ケーシング110内に設けられ、回路板130及びそれに設置される電子素子に
電力を供給するために用いられる。電池120は、普通の使い捨て電池又は充放電可能な電
池であってもよい。
【００３５】
　回路板130は、ケーシング110内に設けられ、且つ電池120と電気的に接続される。回路
板130には、導電挿入孔、導電挿入ピン、導電弾性シート又は導電固定部品が設けられる
。加熱組立体200の導電電極230及び感温導電体241は、導電挿入孔又は導電挿入ピンと挿
抜方式で電気的に接続され、或いは、導電電極230及び感温導電体 241は、導電弾性シー
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トと弾性接触して電気的に接続され、又はスナップフィットの方式で導電固定部品と電気
的に接続される。
【００３６】
　図4に示すように、固体発煙材400は、フィルター部分410とタバコ本体部分420を含む。
固体発煙材400を吸う前に、タバコ本体部分420をタバコ加熱カップ体300内に設置して加
熱組立体200により加熱する必要がある。これに対応して、タバコ加熱カップ体300には、
固体発煙材400を収容するための収容室が設けられる。タバコ加熱カップ体300は発明のポ
イントに関与していないため、ここで詳細に説明しない。
【００３７】
　上述のように、本発明のタバコ加熱装置10の加熱組立体200は、簡単に分解・交換でき
る部品であり、ユーザによる分解・洗浄及び破損時の交換を容易にし、タバコ加熱装置の
耐用期間が延長されることは、当業者であれば理解できることである。
【００３８】
　以上の説明は本発明に係る実施形態にすぎず、本発明の保護範囲を制限しようとするも
のではない。本発明の明細書及び添付図面によって作成したすべての同等構造又は同等フ
ロー変更を、直接又は間接的に他の関連する技術分野に実施することは、いずれも同じ理
由により本発明の保護範囲内に含まれる。

【図１】 【図２】
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